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業等の時期に調査等を行うものとする。

ア　建設物を設置し、移転し、変更し、又

は解体するとき。

イ　設備を新規に採用し、又は変更すると

き。

ウ　原材料を新規に採用し、又は変更する

とき。

エ　作業方法又は作業手順を新規に採用

し、又は変更するとき。

オ　その他、次に掲げる場合等、事業場に

おけるリスクに変化が生じ、又は生ずる

おそれのあるとき。

　（ｱ）労働災害が発生した場合であって、

過去の調査等の内容に問題がある場合

　（ｲ）前回の調査等から一定の期間が経過

し、機械設備等の経年による劣化、労

働者の入れ替わり等に伴う労働者の安

全衛生に係る知識経験の変化、新たな

安全衛生に係る知見の集積等があった

場合

(2) 事業者は、(1) のアからエまでに掲げる

作業を開始する前に、リスク低減措置を実

施することが必要であることに留意するも

のとする。

(3) 事業者は、(1) のアからエまでに係る計

画を策定するときは、その計画を策定する

ときにおいても調査等を実施することが望

ましい。

定したものであること。

(2) 指針の５(1) イの設備には、足場等の仮

設のものも含まれるとともに、設備の変更

には、設備の配置替えが含まれること。

(3) 指針の５(1) オの「次に掲げる場合等」

の「等」には、地震等により、建設物等に

被害が出た場合、もしくは被害が出ている

おそれがある場合が含まれること。

(4) 指針の５(1) オ（ｲ）の規定は、実施し

た調査等について、設備の経年劣化等の状

況の変化に対応するため、定期的に再度調

査等を実施し、それに基づくリスク低減措

置を実施することが必要であることから設

けられたものであること。なお、ここでい

う「一定の期間」については、事業者が設

備や作業等の状況を踏まえ決定し、それに

基づき計画的に調査等を実施すること。

(5) 指針の５(1) オ（ｲ）の「新たな安全衛

生に係る知見」には、例えば、社外におけ

る類似作業で発生した災害や、化学物質に

係る新たな危険有害情報など、従前は想定

していなかったリスクを明らかにする情報

があること。

(6) 指針の５(3) は、実際に建設物、設備等

の設置等の作業を開始する前に、設備改修

計画、工事計画や施工計画等を作成するこ

とが一般的であり、かつ、それら計画の段

階で調査等を実施することでより効果的な

リスク低減措置の実施が可能となることか

ら設けられた規定であること。また、計画

策定時に調査等を行った後に指針の５(1)

の作業等を行う場合、同じ事項に重ねて調


